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必要になる場合も想定される。

また、既存事業の廃止や縮小

の検討も必要と考える。

　　今後の市長の政策面にお

ける優先順位は。

　　若者の雇用の場を増やし、

子育て環境等を充実させる施

策は重点的な取組が必要。

　　防災面では、排水対策に

20 年で約 330 億円必要との試

算もあるが、後回しにするのか。

　　国の有利な財源・起債を

使うことを前提としている。

　　一般財源では、産業振興

と子育て支援を優先するのか。

　　不足する財源分について、

財調 ＊を取り崩してまで市民

サービスを維持し続けるのか。

　　一定額の財調の取崩しが

　　人口減少に対応する取組

が最優先と考える。

　　警察や地域等との連携は。

　　闇バイト募集の手口等を

記載した啓発チラシの配布を

行っている。

　今後も防犯活動や啓発活動

に取り組んでいきたい。

　　教育現場におけるＳＮＳ

等の利用に関する指導状況は。

　　教材等を活用し、発達段

階に応じた指導を行っている。

いて、一般的に１日から３日

間程度で開設しているところ

が多い。施設側の意向で長期

借用が難しいことや、人的配

置が困難なことなどから短期

間になっている。本市では、

当分の間、現行の６日間の運

用で、適正で安定的な選挙執

行を図りたいと考えている。

　　　　初めての取組であり、

今後重ねていくと分析ができ

ると考える。今後も検討を。　　国政選挙に限り、大型商

業施設での開設期間を１日延

ばし、７日間にできないか。

　　他市では、商業施設にお

　　国は土砂災害警戒区域の

指定外で起きた被害の実態調

査に着手する方針を固めたが、

本市における調査の予定は。

　　県は、令和６年度より新

たな指定に向けた調査に着手

する予定で、本市においても、

これから数年をかけて調査が

行われることとなっている。

　令和６年度は、大牟田中央

校区での調査を予定。地元の

校区まちづくり協議会には、

県とともに説明を行っている。

７年度以降も、順次校区ごと

に調査が実施される予定。

年収 103 万円の壁の見直し
による財政の影響について

　　子ども・子育て応援条例

の制定後、子供たちを取り巻

く環境に変化があったのか、

市の見解は。

市内土砂災害警戒区域外の
調査

　　地域住民や事業者等にお

いて条例に関する勉強会を実

施されたり、青年会議所主催

で、子ども・子育てをテーマ

にしたシンポジウムが開催さ

れるなど、子ども・子育てを

応援する機運や動きが広がっ

ていると考えている。

　　　　学校の授業の中で取

り組まれている、子ども・子

育て応援条例の啓発活動の拡

充をお願いしたい。

　　子供の権利救済機関とし

ての、子どもオンブズパーソ

ンの必要性について、市の見

解は。

　　本市としては、第三者機

関の設置について、その機能

や役割などに関して、まずは

先進自治体の取組について情

報収集を行い、研究したいと

考えている。

　　　　大人が新たに設置し

たハードルの高い相談窓口で

はなく、ちょっとした悩み事

でも気軽に相談できる場所を

つくっていただきたい。

期日前投票所の充実

安心で安全な住みよいまち大牟田へ

　　大規模災

害が起きた場

合の本市の備

えを聞きたい。

　　避難所の

備蓄は、福岡

県備蓄基本計

画に基づき、避難者数 3,000

人の１日分の食糧等を備蓄す

るとした大牟田市備蓄基本方

針により、計画的に進めてい

る。内訳は、主食、飲料水、

簡易トイレ、毛布などのほか、

生理用品、ミルク、紙おむつ

などの備蓄も行っている。

　　災害による断水発生時の

応急給水対応を聞きたい。

　　本市では、最大で市内 13

か所に応急給水所を設置する

計画としており、ありあけ浄

水場と３か所の配水池から加

圧式の給水タンク車へ給水し、

応急給水所へ運搬することを

想定している。

　　令和７年度以降の新端末

の買い替えと旧端末の処分台

数、及びその際の適切な端末

処分とデータ消去への認識並

びに具体的な取組を聞きたい。

　　予備も含め、約 9,000 台

を新端末に更新予定。また、

現在の端末は令和２年度に購

入したもので、文科省の要領

でリユース・リサイクル処理

が義務づけられている。起動

する端末は、リユース・リサ

　　国で議論されている年収

103 万円の壁問題について、市

長の見解を聞きたい。

　　人手不足が社会的課題と

なる中、働き方改革に向けた

政策の議論は必要と考える。

　しかし、見直しを行った場

合、地方財政への甚大な影響

が懸念され、本市も影響を受

けると考える。特に個人市民

税の急激な減収は、市民サー

ビスに重大な支障を来すと考

えられる。このため、103 万円

の壁の見直しの検討は、地方

の意見を踏まえ、行政サービ

スの基盤である地方税財源に

影響がないよう、慎重な議論

を強く求めたいと考えている。

　　ロシアが核兵器使用基準

を引き下げるなど、核兵器を

めぐる状況が緊迫している。

　令和７年は、本市が核兵器

廃絶平和都市宣言をして 40 年

の節目となるが、行事予定は。

　　より幅広い世代の市民の

方が、改めて平和の尊さや戦

争の悲惨さを考えていただけ

るよう、市民参加型のイベン

トや講演会などを検討したい。

イクル処理前に端末管理ソフ

トでデータを全て消去し、起

動しない端末は、専門の業者

を選定し、記憶媒体部分の確

実な物理破壊を行う予定。

　　国の審議会における帯状

疱疹ワクチンの定期接種化の

進捗を聞きたい。

　　国の審議会で接種費用を

公費で助成する定期接種化に

向けた方針が示された。

　定期接種化された際には着

実に取組を進めたい。

　　物価高で市民生活が厳し

い中、改定を検討する理由は。

　また、第１段階の改定時期

は令和９年４月となっている

が、なぜ今改定に向けた提案

をするのか。

　　し尿処理費用に係る一定

の負担割合、下水道使用者や

浄化槽設置者との費用負担の

公平性、県南近隣市との比較

などを踏まえ、今後、改定の

必要があるものと考えている。

　また、手数料改定は利用者

の負担増となるため、十分な

周知期間と丁寧な説明を行う

必要があると考えている。
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